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コロナウイルス感染症 2019の患児に対する電話診療

静岡厚生病院小児科1），静岡市保健所2）

田中 敏博１） 加治 正行２）

要 旨
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律上の指定感染症であるコロナウイル
ス感染症 2019（coronavirus disease 2019，COVID-19）は，小児では多くが軽症または無症状であ
る．静岡市では軽症の患児は自宅/宿泊施設療養を原則とし，医師が遠隔診療で対応している（静
岡市方式）．2020年 12月末までに患児 21名とその家族 33名（18世帯，患者：成人 16名，濃厚接
触者：小児 4名/成人 13名）に適用された．経過中に健康状態の悪化や入院への切り替えはなかっ
た．COVID-19の患児とその家族に最適な療養環境を提供し，地域の医療資源を守るために，静岡
市方式は有用である．
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背 景

コロナウイルス感染症 2019（coronavirus disease
2019，以下 COVID-19）は，高齢者や基礎疾患を有する
者で重症化率や死亡率が高いことが指摘されている１）．
その一方で，感染者の多くは軽症もしくは無症状で経
過し，特に小児ではその傾向が強いとされる２）．2020
年当初の流行の初期段階では，感染症の予防及び感染
症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）上の
指定感染症であるが故，患者は年齢や症状の軽重にか
かわらず入院となり，経過観察のみでもベッドを占有
していた．一定の基準に従って自宅や宿泊施設での療
養が可能となってからは，保健所や療養先に配置され
た看護師等が健康観察を行っている３）４）が，病状の変化
の判断等，主治医不在の状況が懸念事項として挙げら
れる．小児も軽症ならば自宅療養が妥当５）とされるが，
患児と家族の立場に立ったサポート体制と医療資源の
有効活用が求められる．
静岡市では 2020年 8月，静岡市保健所と市内の病院

小児科との間で，COVID-19の中学生以下の患児は自
宅または宿泊施設療養を原則とすることを申し合わせ
た．これに際して，医師が遠隔診療によって健康観察
をする「静岡市方式」（図 1）が採り入れられた．

静岡市方式の概要

静岡市保健所と協議した概要を示す．
【目的】

①COVID-19の自宅/宿泊施設療養に際して主治医
を確保し，患児と家族の心身両面にわたるサポートを
する．
②保健所の業務軽減を図る．
【方法】
1）COVID-19と診断された患児が入院の必要性は
高くないと判断された時点で，主治医を手配（当面は
静岡厚生病院小児科が応需）することについて保健所
から保護者に説明する．希望があった場合に 2）以下
へ．

2）保健所より医療機関に連絡を入れ，初回受診の調
整をする．

3）初回は外来受診による対面診療で状態を評価し，
自宅/宿泊施設療養を決定する．

4）以後は毎日医師が遠隔診療（当科では電話診療）
により患児の健康観察を行い，結果を保健所に報告す
る．

5）保護者には，緊急時や相談のある時にはいつでも
連絡するよう説明する．

6）対面診療や入院への切り替えが必要と判断され
れば，適宜調整して対応する．随時市内の病院小児科
と情報を共有し，夜間や休日の外来受診や入院に際し
ては当日の二次当番病院と連携する．

7）自宅/宿泊施設で療養を共にする家族は患者また
は持続的な濃厚接触者である．希望があれば，これら
についても年齢によらず医師が健康観察を行う．

8）以上を保険診療として進める．
この静岡市方式による当科での対応状況を集計し

た．
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図 1 COVID-19 の小児患者：軽症/無症状の場合の診療体制
保健所等での検査結果に基づき，
A）指定感染症としての対応（2020 年当初）
　年齢や病状を問わず入院とする．
B）現在の通常の対応（2020 年春～）
　自宅/宿泊施設療養が可能となり，保健所等が毎日連絡をして健康観察をする．医師は
介在しない．
C）静岡市方式
　自宅/宿泊施設療養となるに当たり，初回の対面診療後，毎日医師が遠隔診療（オンラ
インまたは電話を使用）により家族単位で健康観察をして，結果を保健所に報告する．

https://www.irasutoya.com/
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結 果

2020年 12月 31日までに静岡市より発表された 810
名の COVID-19の患者のうち，小児は 29名であった．
静岡市方式が導入された 8月以降では 28名で，入院と
なった 3名を除いた 25名のうち 21名が医師による遠
隔診療を希望した．全員当科のかかりつけではない初
診患者であった．
患児 21名の年齢は 0歳から 13歳（中央値 6歳）で，
乳幼児，小学生，中学生がそれぞれ 11，9，1名であった．
基礎疾患は先天性心疾患根治術後 3名，アレルギー性
鼻炎 2名（うち 1名に川崎病の既往歴），気管支喘息 1
名，アトピー性皮膚炎 1名であった．診断確定時，全
例が軽症もしくは無症状であった．20名は自宅で，1
名は宿泊施設で，家族と共に療養した．
初回対面診療の際，何らかの検査を要した患児はな
く，解熱鎮痛薬，去痰薬，抗アレルギー薬をそれぞれ
6，5，2名（重複あり，実人数は 9名）に処方した．経過
中，1名に気管支拡張薬の院外処方箋を発行した．

初回対面診療から電話診療の終了（隔離期間終了）ま
での日数は 6～11日（平均 8.9日）であった．この間に
健康状態の悪化で対面診療を要したり入院に切り替
わったりした例はなかった．患者側からの緊急の連絡
もなかった．
療養を共にし，静岡市方式として同時に電話診療を
進めた家族は，18世帯にまたがり，成人の患者 16名
（20～60歳代）と，濃厚接触者は小児 4名と成人 13
名であった．

考 案

指定感染症である COVID-19では，自宅/宿泊施設
療養中の患者が通常の感冒時のように主体的に医療機
関を受診することは制限される．病状の変化や疾患へ
の不安等があっても，気軽にかかりつけ医に相談がで
きない．裏を返せば，患者の経過に責任を持って対応
する主治医が不在である．
静岡市では，2020年 8月の段階で COVID-19の患児
は自宅/宿泊施設療養を原則とする方針を確認した．軽
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症または無症状であるとは言え主治医の不在は，
COVID-19を巡る社会情勢からも患児と保護者の心理
的負担の増大につながることが懸念された．そこで，
主治医を手配し，指定感染症への感染対策の観点から
遠隔診療で健康観察を行う静岡市方式が導入された．

2020年 8月の稼働から 12月末までに自宅/宿泊施
設療養となった 25名のうち 21名が静岡市方式を希望
されたことが，医師による診療のニーズの高さを物
語っている．
遠隔診療は当科として初めての取り組みであった．
状態の把握のためには映像を伴うオンライン診療が望
ましいが，新たな通信機器の準備を要さず，医師側と
患者側の双方の手間も最小限で，対象者数が増加して
も通常診療の合間に手軽に実施できることから，電話
診療を選択した．
静岡市方式による関わりから，COVID-19は多くの

健康な小児と高齢でない成人にとっては一般的な感冒
程度の症状と経過であることを改めて認識する．元気
な小児を狭い病室内に留め置くよりも，慣れた環境の
中で家族と共にリズムを保って療養することが適正で
ある．
安定した健康状態であるため，毎日の電話診療でも
バイタルサインや症状の確認は速やかに終了する．そ
れよりも，COVID-19にこどもや保護者自身が罹患し
たこと，地域や職場における風評，園・学校・職場へ
の復帰，後遺症の可能性等々への不安がそれぞれにあ
ることから，その相談に時間を費やしている．これま
でのところ全員が当科の初診患者であるが，初回のみ
でも顔を合わせて言葉を交わしていることが，電話診
療で相談に応じていく上で双方の意思疎通を円滑にし
ている．
現状は，COVID-19に関連した実務が保健所等の行

政の担当部署に極端に集中している．静岡市方式を開
始してから 2020年 12月末までの間に，18世帯の合計
54名について，毎日の健康観察の業務を当科で代行で
きた．保健所の負担軽減に寄与する可能性は大である．
静岡市方式の課題は明確である．まず，通常であれ
ば費用が発生しない保健所等による健康観察が保険診
療となる点である．患者分は公費補助により無料とな
るが，濃厚接触者分は自己負担が発生する．見込まれ
る費用を示しながら事前によく理解を得ることが肝要
である．また，家族内の濃厚接触者と患児が同居して
療養することの医学的な妥当性の検証が必要である．
さらに，今後の対象者の急増も想定しなくてはならな
い．軽症/無症状の患児であっても家族を含めた心理面
のケアが必須であり，園や学校，教育委員会等との連
携，カウンセリングや福祉の領域との協力も欠かせな
い．遠隔診療を担当する医師や医療機関の拡充と並行

して，地域としての総合的なサポート体制の構築が急
務である．
電話診療については，2020年春からの時限的・特例
的な対応としての取り扱いである．声の様子も重要で
あるが視覚的な評価はできない不利と合わせて，その
位置付けと持続可能性の検討が不可欠である．

結 論

COVID-19の流行が続く中，患児とその家族に最適
な療養環境を提供すると同時に，地域の医療資源（病
院のベッドおよびマンパワー，保健所の業務等）を守
り，最大限に有効活用していかなくてはならない．そ
の目的のために，患児の自宅/宿泊施設療養に際して医
師が遠隔診療を行う静岡市方式の取り組みは，有用で
あると考えられる．
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Telemedicine for Pediatric Patients with Coronavirus Disease 2019

Toshihiro Tanaka１）and Masayuki Kaji２）
1）Department of Pediatrics, Shizuoka Kosei Hospital

2）Shizuoka City Public Health Center

Most pediatric cases of coronavirus disease 2019 (COVID-19), a designated infectious disease under the In-
fectious Diseases Control Law, Japan, show mild symptoms or are asymptomatic. In Shizuoka city, pediatric
patients with mild COVID-19 symptoms, in principle, stay at home or in care facilities, and physicians attend to
them via telemedicine：‘The Shizuoka City System’. By the end of December 2020, the system had been ap-
plied to 21 pediatric patients together with 33 family members (patients：16 adults, close contacts：4 children
/ 13 adults) in 18 households. None of the pediatric patients became worse or was converted to hospital care
during the observation period. The Shizuoka City System is considered useful in providing the best recupera-
tion environment for pediatric patients with COVID-19 and their families, and to protect regional medical re-
sources.


